※対策設備の導入者ごとに作成してください。
地域協議会代エネ・省エネ対策推進事業に要する経費内訳
（公募要領Ⅰ.２.(1).①～③の対策設備を導入する場合）

	所要経費
	(1)総事業費
	(2)寄付金その他の収入
	(3)差引額

　(1)－(2)
	(4)補助対象経費支出予定額

	
	円
	円
	円
	円

	
	(5)交付基準額
	(6)選定額

(4)と(5)を比較して少ない方の額
	(7)国庫補助基本額

(3)と(6)を比較して少ない方の額
	(8)補助金所要額

(4)×1/3

	
	（記入不要）円
	（記入不要）円
	（記入不要）円
	円

	補助対象経費支出予定額内訳

	経費区分・費目
	金額
	積算内訳

	設備整備費

	円
	

	購入予定の主な財産の内訳（価格が５０万円以上のもの）

	名称
	仕様
	数量
	単価
	金額
	購入予定時期

	
	
	
	
	
	


注：所要経費の欄については、応募時点では(1)、(2)、(3)及び（8）（ただし、(3)×1/3で計算する。）のみ記入してください。
地域協議会代エネ・省エネ対策推進事業に要する経費内訳
（公募要領Ⅰ.２.(1).④の対策設備を導入する場合）

	所要経費
	(1)総事業費
	(2)寄付金その他の収入
	(3)差引額

　(1)－(2)
	(4)補助対象経費支出予定額

	
	円
	円
	円
	円

	
	(5)比較対象対策設備
	(6)差額

　(4)－(5)
	(7)交付基準額
	(8)選定額

(6)と(7)を比較して少ない方の額

	
	円
	円
	円
	円

	
	(9)国庫補助基本額

(3)と(8)を比較して少ない方の額
	(10)補助金所要額

(9)×1/3


	(11)補助限度額（注2）
	(12)補助金額

(10)と(11)を比較して少ない方の額

	
	円
	円
	円
	円

	補助対象経費支出予定額内訳

	経費区分・費目
	金額
	積算内訳

	
	
	

	購入予定の主な財産の内訳（価格が５０万円以上のもの）

	名称
	仕様
	数量
	単価
	金額
	購入予定時期

	
	
	
	
	
	


注1：所要経費の欄については、応募時点では(1)～(6)、及び（10）～（12）（ただし、(10)については、(6)×1/3で計算する。）のみ記入してください。

 注２：断熱材等を住宅一戸（集合住宅の場合は１世帯）に導入する場合は、交付額の上限を２０万円とし、給湯器のみを導入する場合にあっては、住宅１戸に対する交付額の上限を、新築については５万円、既築については８万円とします。
別添２





別添２








